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 統括研究報告書 
 
 
地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能分化に関する研究 
 
研究代表者：松本 禎久   国立がん研究センター東病院 緩和医療科 

       
 
 
 

研究要旨 
  超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した
連携体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要
となる。一方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシス
テムを基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要である。 
  地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケア
までを含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。本
年度は医療従事者および介護従事者を対象としたインタビュー調査および質
的分析を行い、地域包括ケアにおけるがん診療連携の課題や障壁を抽出した。
また、進行がん患者の遺族を対象とした自記式質問紙調査により、約40%の遺
族が家族内の葛藤を経験していることを明らかにし、家族内の葛藤が増え
る要因を分析した。 

 
 

 
 
 

研究分担者氏名・所属研究機関名及び 
所属研究機関における職名 
 
後藤 功一 国立がん研究センター東病院・呼

吸器内科 科長 
川越 正平 あおぞら診療所 在宅診療所 

院長 
濵野 淳  筑波大学医学医療系臨床医学域 

（総合診療学・緩和医療学）/筑
波大学付属病院医療連携患者相
談センター総合診療・家庭医療・
緩和医療・在宅医療 講師 

荒尾 晴惠 大阪大学大学院医学系研究科保
健学専攻 教授 

 
 

 
 
 
 
Ａ．研究目的 
わが国の高齢化は、諸外国に類を見ないスピー
ドで進行し、医療や介護の需要がさらに増加する。
特に都市部において超高齢社会への対応が急務
となっている。がん診療拠点病院（以下、拠点病
院）において抗がん治療を受けている患者は約 6
割、がんによる死亡のうち拠点病院以外での死亡
は 6割であり、拠点病院を中心としたがんに限定
した連携体制では不十分であり、拠点病院以外の
病院やかかりつけ医、高齢者向け施設との連携に
基づいて行う地域完結型の包括的ながん診療連
携体制が必要となる。一方で、包括的ながん診療
連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを基
盤としたがん診療連携モデルの構築が必要であ
る。 
 本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とし
た診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを
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含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行う
ことを目的とする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
 研究は、地域包括ケアシステムにおけるが
ん診療連携に関して、医療者を対象としたイ
ンタビューの質的調査および質問紙調査によ
る量的調査を行う。 
はじめに緩和ケアおよび在宅医療に先進的
に取り組んでいる東葛北部二次医療圏の拠点
病院および拠点病院以外の病院、かかりつけ
医、在宅医療機関、緩和ケア病棟、各市医師
会、各市行政担当部門、高齢者向け施設の担
当者にインタビュー調査を行い、質的分析を
行う。次いで、質的研究をもとに、2年次に実
施する実態調査の質問紙を作成し、当該地域
における実態調査を行い、量的分析を行う。
質問紙は、がん診療連携に関する現状、好ま
しい取り組み、課題、連携先に求めること、
自機関で担当できること、課題に対する解決
策についてなど多面的な内容を尋ねるものと
する。 
 最終的には、地域包括ケアにおける望まし
いがん診療連携についてのガイドを作成し、
ガイドブックに基づく連携モデルの実施可能
性および予備的な効果を検討することを目標
とする。 
 
 また、緩和ケア病棟で最期を迎えた進行が
ん患者の遺族を対象とした自記式質問紙調査
の結果の分析を行う。 
 
（倫理面への配慮） 
 本試験に関係するすべての研究者はヘルシン
キ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す
る倫理指針」 (平成 26 年文部科学省・厚生労働
省告示第 3号)に従って本研究を実施する。 
 個人情報および診療情報などのプライバシー
に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重
に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識
して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に
務める。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 初年度である平成 29 年度は、地域包括ケアに
おけるがん診療連携に関する質的研究を行った。
東葛北部二次医療圏の拠点病院および拠点病院

以外の病院、かかりつけ医、在宅医療機関、緩和
ケア病棟、各市医師会、各市行政担当部門、高齢
者向け施設の担当者 86 名にインタビュー調査を
行った（表 1および表 2）。医療機関では医師・
歯科医師・看護師・医療メディカルソーシャルワ
ーカー・理学療法士・作業療法士など、介護施設
や介護事業所においては介護福祉士や介護支援
専門員など、多職種を対象とし、調査する内容は、
がんに対する診療・がん以外の併存疾患に対する
診療および外来・入院、検査・診断・治療・終末
期ケアと多面的に調査を行った。インタビュー調
査の結果を質的に分析し、がん診療連携に関する
現状および望ましい取り組み、課題、連携先に求
めること、自機関で担当できること、などの内容
の抽出を行った。 
 
 また、緩和ケア病棟で最期を迎えた進行がん患
者の遺族を対象とした自記式質問紙調査により、
緩和ケア病棟で最期を迎えた進行がん患者の
家族のうち、42.2%が何かしらの家族内の葛藤
を経験していた。家族内の葛藤が増える要因と
して、家族の年齢が若いこと、家族内で意見を
強く主張する方がいること、病気後に家族内で
のコミュニケーションが十分にとれていなか
ったことなどが示唆された。 
 
 
Ｄ．考察 
 多職種、多機関にわたるインタビュー調査を行
うためにインタビューの対象者は多くなったも
のの、幅広い意見を収集することが可能であった
と考えられる。  
平成 29年度は質的分析を 22名まで終了し、引
き続き実施予定である。 
得られたデータから、がんの治療状況を考慮し
た、がん診療連携に関する現状および望ましい取
り組み、課題、連携先に求めること、自機関で担
当できること、などが明らかになり、抽出された
課題や解決策が抽出され、地域連携の問題に関し
ての検討が可能となる。 
また、家族内の葛藤は、緩和ケア病棟だけで
発生することではなく、治療の早期から患者・
家族が感じていることであるため、地域包括ケ
アにおけるがん診療連携体制の構築において
は、治療における医療連携、機能分化だけでな
く、家族ケアにおける医療連携、機能分化も必
要であると考えられる。 
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Ｅ．結論 
平成 29 年度は、医療従事者および介護従事
者 86 名を対象にインタビュー調査を完遂し、
質的研究を行った。今後量的研究を行う予定で
ある。 
 また、進行がん患者の遺族を対象とした自記
式質問紙調査により、約 40%の遺族が家族内の
葛藤を経験していることを明らかにし、家族内
の葛藤が増える要因を分析した。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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研究要旨 
  超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した
連携体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要
となる。一方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシス
テムを基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要である。 
  地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケ
アまでを含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。
本年度は医療従事者および介護従事者を対象としたインタビュー調査および
質的分析を行い、地域包括ケアにおけるがん診療連携の課題や障壁を抽出し
た。 
 

 
 
 
Ａ．研究目的 
わが国の高齢化は、諸外国に類を見ないスピー
ドで進行し、医療や介護の需要がさらに増加する。
特に都市部において超高齢化社会への対応が急
務となっている。がん診療拠点病院（以下、拠点
病院）において抗がん治療を受けている患者は約
6割、がんによる死亡のうち拠点病院以外での死
亡は 6割であり、拠点病院を中心としたがんに限
定した連携体制では不十分であり、拠点病院以外
の病院やかかりつけ医、高齢者向け施設との連携
に基づいて行う地域完結型の包括的ながん診療
連携体制が必要となる。一方で、包括的ながん診
療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを 
基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要で
ある。 
 本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とし
た診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを 

 
 
 
 
含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行う
ことを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究は、地域包括ケアシステムにおけるが
ん診療連携に関して、医療者を対象としたイ
ンタビューの質的調査、および質問紙調査に
よる量的調査を行う。 
はじめに緩和ケアおよび在宅医療に先進的
に取り組んでいる東葛北部二次医療圏の拠点
病院および拠点病院以外の病院、かかりつけ
医、在宅医療機関、緩和ケア病棟、各市医師
会、各市行政担当部門、高齢者向け施設の担
当者にインタビュー調査を行い、質的分析を
行う。次いで、質的研究をもとに、2年次に実
施する実態調査の質問紙を作成し、当該地域
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における実態調査を行い、量的分析を行う。
質問紙は、がん診療連携に関する現状、好ま
しい取り組み、課題、連携先に求めること、
自機関で担当できること、課題に対する解決
策についてなど多面的な内容を尋ねるものと
する。 
 最終的には、地域包括ケアにおける望まし
いがん診療連携についてのガイドを作成し、
ガイドブックに基づく連携モデルの実施可能
性および予備的な効果を検討することを目標
とする。 
 
（倫理面への配慮） 
 本試験に関係するすべての研究者はヘルシン
キ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す
る倫理指針」 (平成 26 年文部科学省・厚生労働
省告示第 3号)に従って本研究を実施する。 
 個人情報および診療情報などのプライバシー
に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重
に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識
して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に
務める。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 初年度である平成 29 年度は、地域包括ケアに
おけるがん診療連携に関する質的研究を行った。
東葛北部二次医療圏の拠点病院および拠点病院
以外の病院、かかりつけ医、在宅医療機関、緩和
ケア病棟、各市医師会、各市行政担当部門、高齢
者向け施設の担当者 86 名にインタビュー調査を
行った（表 1および表 2）。医療機関では医師・
歯科医師・看護師・医療メディカルソーシャルワ
ーカー・理学療法士・作業療法士など、介護施設
や介護事業所においては介護福祉士や介護支援
専門員など、多職種を対象とし、調査する内容は、
がんに対する診療・がん以外の併存疾患に対する
診療および外来・入院、検査・診断・治療・終末
期ケアと多面的に調査を行った。インタビュー調
査の結果を質的に分析し、がん診療連携に関する
現状および望ましい取り組み、課題、連携先に求
めること、自機関で担当できること、などの内容
の抽出を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表 1：インタビュー調査対象者の勤務先 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表
2：イ

ンタビュー調査対象者の職種 
 
 
Ｄ．考察 
 多職種、多機関にわたるインタビュー調査を行
うことで、対象者は多くなったものの、幅広い意
見を収集することが可能であったと考えられる。  
平成 29年度は質的分析を 22名まで終了し、引
き続き実施予定である。 
得られたデータから、がんの治療状況を考慮し
た、がん診療連携に関する現状および望ましい取
り組み、課題、連携先に求めること、自機関で担
当できること、などが明らかになり、抽出された
課題や解決策が抽出され、地域連携の問題に関し
ての検討が可能となる。 
 
 
 

職種 （人） 

医師 24 

歯科医師 5 

看護師 16 

薬剤師 8 

理学療法士 7 

作業療法士 1 

言語聴覚士 1 

社会福祉士 9 

介護福祉士 3 

介護支援専門員 7 

その他 5 

計 86 

勤務先 （人） 

拠点病院 26 

拠点病院以外の病院 16 

地域の医療機関・介護施設・事
業所・地域包括支援センター 

37 

行政 7 

計 85 
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Ｅ．結論 
平成 29 年度は、医療従事者および介護従事
者 86 名を対象にインタビュー調査を完遂し、
質的研究を行った。 
今後量的研究を行う予定である。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
1.  Matsuo N, Morita T, Matsuda Y, 

Okamoto K, Matsumoto Y, Kaneishi K, 
Odagiri T, Sakurai H, Katayama H, 
Mori I, Yamada H, Watanabe H, 
Yokoyama T, Yamaguchi T, Nishi T, 
Shirado A, Hiramoto S, Watanabe T, 
Kohara H, Shimoyama S, Aruga E, Baba 
M, Sumita K, Iwase S. Predictors of 
responses to corticosteroids for anorexia 
in advanced cancer patients: a 
multicenter prospective observational 
study. Support Care Cancer, 25: 41-50, 
2017. 

2.  Matsuo N, Morita T, Matsuda Y, 
Okamoto K, Matsumoto Y, Kaneishi K, 
Odagiri T, Sakurai H, Katayama H, 
Mori I, Yamada H, Watanabe H, 
Yokoyama T, Yamaguchi T, Nishi T, 
Shirado A, Hiramoto S, Watanabe T, 
Kohara H, Shimoyama S, Aruga E, Baba 
M, Sumita K, Iwase S. Predictors of 
delirium in corticosteroid-treated 
patients with advanced cancer: An 
exploratory, multicenter, prospective, 
observational study. J Palliat Med. 20: 
352-359, 2017. 

3.  Mori M, Shirado AN, Morita T, Okamoto 
K, Matsuda Y,Matsumoto Y, Yamada H, 
Sakurai H, Aruga E, Kaneishi K, 
Watanabe H, Yamaguchi T, Odagiri T, 
Hiramoto S, Kohara H, Matsuo N, 
Katayama H, Nishi T, Matsui T, Iwase S. 
Predictors of response to corticosteroids 
for dyspnea in advanced cancer patients: 
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observational study. Support Care 

Cancer. 25: 1169-1181, 2017. 
4.  Yamada T, Morita T, Maeda I, Inoue S, 

Ikenaga M, Matsumoto Y, Baba M, 
Sekine R, Yamaguchi T, Hirohashi T, 
Tajima T, Tatara R, Watanabe H, Otani 
H, Takigawa C, Matsuda Y, Ono S, 
Ozawa T, Yamamoto R, Shishido H, 
Yamamoto N. A prospective, 
multicenter cohort study to validate a 
simple performance status-based 
survival prediction system for 
oncologists. Cancer. 123: 1442-1452, 
2017. 

5.  松本禎久．がん患者への早期からの緩和ケ
ア提供．千葉県医師会雑誌 2017；69：
468-469  

6.  松本禎久．早期からの緩和ケア コトハジ
メ 日本での実証研究の今 . 緩和ケア 
28（1）：38-41，2018 

 
２．学会発表 
1. Okizaki A, Miura T, Morita T, Tagami K, 

Fujimori M, Matsumoto Y, Watanabe Y, 
Handa S, Kato Y,  Kinoshita H. Opioid 
Analgesics Medication Adherence in 
Japanese Outpatients with Cancer Pain 
at a Comprehensive Cancer Center: A 
Survey of Opioid Analgesics Medication 
Adherence in Clinical Practice (SOAP). 
15th World Congress of the European 
Association for Palliative Care, Madrid, 
May 2017. 
2. Mori M, Morita T, Matsuda Y, Yamada 

H, Kaneishi K, Matsumoto Y, Matsuo N, 
Odagiri T, Aruga E, Kuchiba A, 
Yamaguchi T, Iwase S., J-FIND Study 
Group. Changes in Communication 
Capacity of Terminally-Ill Cancer 
Patients with Refractory Dyspnea: A 
Multicenter Prospective Observation 
Study．15th World Congress of the 
European Association for Palliative 
Care, Madrid, May 2017. 
3. Miura T, Okizaki A, Tagami K, 

Watanabe Y, Uehara Y, Matsumoto Y, 
Kawaguchi T, Morita T. Personalized 
Symptom Goals in Comprehensive 
Cancer Center in Japan． 15th World 
Congress of the European Association 
for Palliative Care, Madrid, May 2017. 
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4. Tagami K, Okizaki A, Miura T, 
Watanabe Y, Matsumoto Y, Morita T, 
Uehara Y, Fujimori M, Kinoshita H. 
Characteristics of Breakthrough Cancer 
Pain at a Comprehensive Cancer Center 
in Japan. 15th World Congress of the 
European Association for Palliative 
Care, Madrid, May 2017. 
5. Matsumoto Y, Fujisawa D, Morita T,  

Yamaguchi T, Umemura S, Miyaji T,  
Mashiko T, Kobayashi N, Okizaki A, 
Mori M, Kinoshita H, Uchitomi Y. 
Nurse-led, screening-triggered early 
specialized palliative care intervention 
program for advanced lung cancer 
patients： randomized controlled trial. 
PaCCSC 9th Annual Research Forum , 
Sydney,  February 2018 
6. 上原優子，松本禎久，三浦智史，他. がん
の痛みに対する硬膜外鎮痛法の実態調
査：高度がん専門病院にける後方視的検討．
第 22 回日本緩和医療学会学術大会 . 
2017.6, 横浜 
7. 小林成光, 三浦智史，松本禎久，他. 高度
がん専門病院における緩和医療科外来初
診患者の経時的変化. 第 22 回日本緩和医
療学会学術大会. 2017.6, 横浜 
8. 田上恵太, 三浦智史, 松本禎久, 他. 本邦
における患者個別の症状緩和の目標とな
る、Personalized Symptom Goalの特徴. 
第 22 回日本緩和医療学会学術大会 . 
2017.6, 横浜 
9. 藤城法子, 三浦智史, 松本禎久, 他. 患者
遺族からみた自宅における医療用麻薬の
管理に関する実態調査．第 22回日本緩和
医療学会学術大会. 2017.6, 横浜 
10. 小川朝生, 上杉英生, 松本禎久, 他. ICT
を用いた包括的症状スクリーニング・シス
テムの開発. 第 22 回日本緩和医療学会学
術大会. 2017.6, 横浜 
11. 南口陽子，荒尾晴惠，松本禎久，他.苦痛
のスクリーニングでトリガーされた患者
のフォローアップ方法における課題と対
策．第 22 回日本緩和医療学会学術大会. 
2017.6, 横浜 
12. 松本禎久，上原優子，田上恵太．硬膜外鎮
痛が有効であったメサドン無効例の検討．
日本ペインクリニック学会第 51回大会．

2017.7 岐阜 
13. 上原優子，田上恵太，松本禎久，他．がん
疼痛の軽減を目的とした放射線治療に硬
膜外鎮痛を併用した症例の後方視的検討．
日本ペインクリニック学会第 51回大会．
2017.7 岐阜 
14. 馬場美華，白川 透，松本禎久，他．がん
患者のオピオイドに対するケミカルコー
ピングの頻度および関連因子についての
前向きコホート研究．日本ペインクリニッ
ク学会第 51回大会．2017.7 岐阜 
15. 三浦智史，松本禎久．高度がん専門病院の
緩和医療科外来受診患者に関する検討．第
15 回日本臨床腫瘍学会学術集会．2017.7 
神戸 
16. 坂本はと恵，飯田 洋子，松本禎久，他．
がん教室開催を通じた全人的ケア提供の
試み．第 48回日本膵臓学会大会．2017.7 
京都 
17. 三浦智史，松本禎久．高度がん専門病院に
おける消化器がん患者の緩和医療科外来
受診患者に関する検討．第 59回日本消化
器病学会大会．2017.10 福岡 
18. 内田恵，奥山徹，松本禎久，他．がん患者
の苦痛に関するスクリーニング・トリアー
ジプログラムを普及するためのワークシ
ョップの有用性．第 30回日本サイコオン
コロジー学会総会．2017.10 品川 
19. 松本禎久．高齢がん患者の治療をめぐって
－意向の異なる患者と家族の支援を緩和
医療科医師がいかに行うか．第 30回日本
サイコオンコロジー学会総会．2017.10 
品川 
20. 松本禎久．早期からの緩和ケア提供におけ
るチームアプローチ．第 30回総合病院精神
医会総会．2017.11 富山 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許の取得 
 なし。 
 
２．実用新案登録 
 なし。 
 
３． その他 
 特記すべきことなし 
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厚生労働科学研究費補助金 （がん対策推進総合研究事業） 
 

 分担研究報告書 
 
地域包括ケアにおける医療連携と機能分化に資するがん患者・家族への意思決定支援に関する研究 

 
研究分担者 筑波大学 医学医療系 濵野淳 

 
 
 
 

 
   研究要旨 

       がん患者家族の家族内葛藤は患者の苦痛や介護者の負担感に影響する
といわれているが、緩和ケア病棟で亡くなったがん患者遺族において家族
内葛藤が遺族の抑うつ、複雑性悲嘆に与える影響は明らかになっていない。 

       本研究で、緩和ケア病棟で最期を迎えた進行がん患者の家族の 42.2%が
家族内の葛藤を少なくとも１つは経験したと回答し、「ご自身が本来果た
すべき役割を十分にしていない家族の方がいると思うことがあった」「患
者様の治療方針に関することで意見が合わないことがあった」については、
「とても良くあった」「よくあった」「時々あった」と回答した家族がそ
れぞれ 20%以上だった。 

       これらの結果より、地域包括ケアにおける医療連携と機能分化を推進す
るにあたって、各医療機関の医療従事者が、家族内の関係性やコミュニケ
ーションの状況を理解して関わることが、家族内の葛藤の有無に気付くこ
とに役立ち、進行がん患者の家族への支援、そして、患者、家族の QOL の
向上につながることが示唆された。       

  
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
がん患者の家族が経験する葛藤は、がん患者の
苦痛や寂しさ、そして、介護者の負担感、抑う
つ、悲嘆などに影響すると言われ、がん患者、
家族の QOL に影響する可能性が考えられてい
る。しかし、がん患者の家族がどのような葛藤
を経験しているのか、どのような家族に葛藤が
多いのかということは明らかになっていない。
本研究では、緩和ケア病棟で最期を迎えたがん
患者の家族が経験した葛藤の実態について検
証することを目的とした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ．研究方法 
日本国内 71 医療機関の緩和ケア病棟で、2016
年 1 月 31 日以前に亡くなった患者の遺族を対 
象に、2016 年 5月から 2016 年 7月にかけて自
記式質問票による調査を実施した。 
 
 
 
（倫理面への配慮） 
東北大学倫理委員会で承認された後に実施さ
れた。 
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Ｃ．研究結果 
緩和ケア病棟で最期を迎えた進行がん患者の
家族の 42.2%が家族内の葛藤を少なくとも１
つは経験したと回答し、「ご自身が本来果たす
べき役割を十分にしていない家族の方がいる
と思うことがあった」「患者様の治療方針に関
することで意見が合わないことがあった」につ
いては、「とても良くあった」「よくあった」
「時々あった」と回答した家族がそれぞれ 20%
以上だった。さらに、遺族の年齢が若い場合、
家族内で意見を強く主張する人がいた場合、そ
して、病気後に家族内でのコミュニケーション
が十分に取れていなかった場合に、家族内の葛
藤が増えることが明らかになった。また、病気
前に交流がなかった家族と連絡をとるように
なった場合に、家族内の葛藤が減ることも明ら
かになった。 
 
 
Ｄ．考察 
これらの結果から、緩和ケア病棟で最期を迎
えた進行がん患者の家族は、家族内で葛藤を経
験することが少なくないことが分かり、家族の
年齢、家族内の関係性やコミュニケーションの
状況が家族内の葛藤の有無に関係する可能性
が示唆された。 
そして、この家族内の葛藤は、緩和ケア病棟
だけで発生することではなく、治療の早期から
患者・家族が感じていることであるため、地域
包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に
おいては、治療における医療連携、機能分化だ
けでなく、家族ケアにおける医療連携、機能分
化も必要であると考えられる。 
 
 
Ｅ．結論 
1.緩和ケア病棟で最期を迎えた進行がん患者
の家族のうち、約 40%が何かしらの家族内の葛
藤を経験していたことが明らかになった。 
2.家族の年齢が若い場合、家族内で意見を強く
主張する方がいる場合、病気後に家族内でのコ
ミュニケーションが十分にとれていなかった
場合に、家族内の葛藤が増えることが明らかに
なった。 
3.各医療機関の医療従事者は、家族内の関係性
やコミュニケーションの状況を理解して関わ
ることが、進行がん患者の家族内の葛藤に気付

くことに役立つ可能性が示唆された。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
1. Hamano J, Morita T, Mori M, Igarashi N, 

Shima Y, Miyashita M. Prevalence and 
predictors of conflict in the families of 
patients with advanced cancer: A 
nationwide survey of bereaved family 
members. Psycho-Oncology. 
2018;27(1):302–308. 
 
２．学会発表 
1.第 22 回日本緩和医療学会 学術大会 口
演：家族内葛藤が遺族の抑うつ、複雑性悲嘆
に与える影響 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許の取得 
 なし 
 
２．実用新案登録 
 なし 
 
３． その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （がん対策推進総合研究事業） 
 

 分担研究報告書 
 
地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能分化に関する研究 
 

研究分担者 大阪大学大学院医学系研究科 荒尾 晴惠 
 
 
 
 

研究要旨 
地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能
分化に関する研究のうち、本年度は、がん診療において望ましい連携につい
てがんの診断から看取りまでの時期毎に明らかにすること、及び地域包括ケ
アにおけるがん診療連携の障壁・問題点・課題について明らかにした。東葛
北部医療圏の医療機関・介護施設・行政機関で勤務する対象者 22 名に半構
成的面接を行い、面接内容を質的に分析した。対象者は、がん診療連携には、
診療情報の共有、病院の機能分化の周知、生活を中心にすえた早期からの多
職種で協働、地域における心理的サポートの場づくり、早期からの ACP 導入
が必要と捉えていた。           

 
 
 
 
Ａ．研究目的 
 地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構
築に資する医療連携と機能分化に関する研究の
うち、本年度の目的は、量的研究の前段階（ア
イテムプールの作成）として、地域包括ケアに
おけるがん診療連携に関する医療従事者・介護
従事者の考え方を探索した。 
１．がん診療において望ましい連携についてが
んの診断から看取りまでの時期毎に明らかに
する。 
2.地域包括ケアにおけるがん診療連携の障壁・
問題点・課題について明らかにする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１．対象者 
東葛北部医療圏の医療機関・介護施設・行政
機関で勤務するがん患者に関連した業務に携わ
る医師・歯科医師・看護師・薬剤師・理学療 
 

 
 
 
法士・作業療法士・言語聴覚士・社会福祉士・ 
介護福祉士・介護支援専門員・行政職員 
 
2.データ収集方法 
対象者に文書による研究参加の同意を得て 
個別に半構造化面接を行った。面接内容は、レ
コーダーに録音した。 
各回のインタビュー内容に基づき、適宜次に
インタビューする職種（性別、経験年数、専門
分野など）を決める理論的サンプリングを用い
た。 
 
3.調査内容 
1)対象者の基礎情報 
現在の職種、診療科や配属部署、現在の職種
となっての経験年数、がん患者を担当した経験
の有無、現在のがん患者担当の有無、現在訪問
医療・介護などの在宅サービス提供の有無、地
域包括ケアシステムの知識についての自信（1.
とても自信がある ～4.全く自信がない、の 4
段階で回答） 
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2)がん診療連携 
(1)がん診療において望ましい連携について 
①診断前～診断時期（検査、告知、紹介） 
②診断後～抗がん治療中  
③抗がん治療終了後の経過観察中（がんが根治
している、または病勢が抑えられている状況） 
④抗がん治療終了後から終末期・看取りまで(2)
地域包括ケアにおけるがん診療連携の障壁・問
題点・課題 
 
4．データ分析方法 
 半構造化面接の録音から逐語録を作成した。
逐語録を繰り返し読み、地域包括ケアにおける
がん診療連携に関して、対象者が考える望まし
いがん診療連携とがん診療連携の障壁・問題
点・課題について、その背景を表現する語句や
文章（意味単位；meaningful unites）を一文化
した。次に、抽出した意味単位をコード化
（Coding）し、それらのコードをまとめたサブ
カテゴリ、さらにそれを集約し、カテゴリを作
成した。分析には質的研究分析ソフト
MAXQDA(Light Stone 社)を用いた。 
 
5.本研究の意義 
地域包括ケアにおけるがん診療連携について、
必要なこと、医療従事者・介護従事者・行政職
員の考える現在の障壁や問題点、が明らかにな
ることにより、今後の地域包括ケアにおける望
ましいがん診療連携を検討するための示唆を得
ることができる。調査地域の医療従事者・介護
従事者を対象とした同テーマに関する質問紙調
査にあたり、基礎資料を得ることが出来る。 
 
6.倫理面への配慮 
研究への参加は対象者の自由意志によるものと
し、説明同意文書により研究の趣旨等説明し、
研究参加への同意を得た。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１．対象者の概要 
1)対象者の人数は、22 名であり、現在の職種は、
医師 2 名、看護師 6 名、保健師 3 名、薬剤師 1
名、理学療法士 3名、言語聴覚士 1名、社会福
祉士 2名、介護支援専門員 2名、その他 2名で
あった。 
2)診療科や配属部署は、緩和医療科、地域連携

相談室、相談支援センター、リハビリテーショ
ン科、医療福祉相談室、地域連携室、外来化学
療法室、ICU、行政など様々であった。 
3)現在の職種となっての経験年数は、平均で
15.4 年 SD は±8.4 年であった（最小 4年から最
大 39 年）。 
4)がん患者を担当した経験の有無は、21 名
（95.5％）が有、1名（0.5％）が無かった。 
5)現在のがん患者担当の有無は、15 名（72.7％）
が有と回答し、6名（27.3％）が無かった。 
6)現在の訪問医療・介護などの在宅サービス提
供の有無は、6 名（27.3％）が有と回答し、16
名（72.7％）が無かった。 
7)地域包括ケアシステムの知識についての自信
は、「全く自信がない」が 4名（18,2％）、「自
信がない」が 3名（13.6％）、「自信がある」
が 9 名（40.9％）、「とても自信がある」が 4
名(18．2％)であった。 
 
2.がん診療連携 
1)がん診療において望ましい連携について 
 (1)診断前～診断時期における望ましい連携 
診断前～診断時期における望ましい連携につ
いては、表 1に示すとおり 9のカテゴリに集約
された。 
 
表 1. 診断前～診断時期における望ましい連携
のカテゴリ 
迅速な紹介システムの構築 
かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 
施設の機能、役割に関する医療者側の理解促進 
施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 
診断時から先を見据えた情報提供 
診療情報の共有 
早期からの地域における心理的サポートの場づ
くり 
患者を包括的に捉える能力の獲得 
患者を中心とした地域包括ケアを促進する人材
の育成 
 
①【迅速な紹介システムの構築】 
このカテゴリは、短時間かつダイレクトに、
かかりつけ医からがん診療連携拠点病院へと紹
介できるシステムの構築が必要であることにつ
いて語られていた。 
②【かかりつけ医を中心とした診療体制の構築】 
 このカテゴリは、かかりつけ医-がん診療連携
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拠点病院-地域の連携ルートを確立することや、
施設間連携におけるルールを構築する必要があ
ることについて語られていた。 
③【施設の機能、役割に関する医療者側の理解
促進】 
 このカテゴリは、医療者が病院の機能を理解
できるよう、患者の受診のプロセスを明確にす
る仕組みづくりが必要であることについて語ら
れていた。 
④【施設の機能、役割に関する患者側の理解促
進】 
 このカテゴリは、患者が病院の機能を理解で
きるよう、がん診療連携拠点病院に受診するま
でのプロセスを明確にし、がんの診断に至るま
での受診のプロセスを明示する仕組みづくりが
必要であることについて語られていた。 
⑤【診断時から先を見据えた情報提供】 
 このカテゴリは、患者や家族に対して、診断
時から今後の療養生活を見越した情報提供を行
う必要があることについて語られていた。 
⑥【診療情報の共有】 
 このカテゴリは、がん診療連携拠点病院の受
診時から地域や在宅医療サービスと、患者の診
療情報の共有を行う必要があることについて語
られていた。 
⑦【早期からの地域における心理的サポートの
場づくり】 
 このカテゴリは、治療している病院以外にも、
地域において不安や悩みを相談できる窓口やが
んに関連する情報収集を行う場があることが望
ましいと語られていた。 
⑧【患者を包括的に捉える能力の獲得】 
このカテゴリは、各専門職者が患者の治療経
過を包括的に捉えるために必要な能力を身に着
けていく必要があることについて語られていた。 
⑨【患者を中心とした地域包括ケアを促進する
人材の育成】 
 このカテゴリは、患者の治療経過を包括的に
捉えることのできる専門職者を育成する必要が
あることについて語られていた。 
 
 (2)診断後～抗がん治療中における望ましい連
携 
診断後～抗がん治療中における望ましい連携
については、表 2に示すとおり 11のカテゴリに
集約された。 
表 2. 診断後～抗がん治療中における望ましい

連携のカテゴリ 
かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 
治療時からの在宅サービスの導入 
施設の機能、役割の明確化 
施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 
医療機関とケアマネージャーの連携 
診療情報の共有 
受診・通院を支援するサービスの必要性 
生活を中心にすえた多職種での協働 
がん診療体制に関する住民への啓発 
早期からの ACP の導入 
早期からの地域で心理的サポートの場づくり 
 
①【かかりつけ医を中心とした診療体制の構築】 
 このカテゴリは、抗がん剤治療中に変化があ
る患者の状態に対して、かかりつけ医や地域の
医師による支援体制を整備することについて語
られていた。 
②【治療時からの在宅サービスの導入】 
このカテゴリは、がん治療中から、訪問看護
などのサービスを平行して活用することが望ま
しいと語られていた。 
③【施設の機能、役割の明確化】 
このカテゴリは、抗がん剤治療中におけるか
かりつけ医、地域の医師とがん診療連携拠点病
院の役割を明確にすることが必要であると語ら
れていた。 
④【施設の機能、役割に関する患者理解の促進】 
このカテゴリは、地域の病院とがん診療連携
拠点病院の機能や役割を患者側にも理解しても
らう必要性が語られていた。 
⑤【医療機関とケアマネージャーの連携】 
このカテゴリは、治療を継続しながら生活す
るがん患者にとって、経済社会的な問題に対応
する必要があり、そのためには患者がかかって
いる医療機関とケアマネージャーが連携をとる
必要性が語られていた。 
⑥【受診・通院を支援するサービスの必要性】 
このカテゴリは、高齢者や独居の患者が、受
診や通院をする際に活用できるサービスの必要
性が語られていた。 
⑦【診療情報の共有】 
このカテゴリでは、かかりつけ医、地域の医
師とがん診療連携拠点病院が診療連携を行って
いくためには、診療情報を共有する必要がある
ことが語られていた。 
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⑧【生活を中心にすえた多職種での協働】 
このカテゴリでは、がん治療を進めるにあた
り、これまで地域で暮らしてきた患者の情報を
多職種で共有して治療を行っていくことが望ま
しいということが語られていた。 
また、高齢者では早期から多職種で関わる必要
性が語られていた。 
⑨【がん診療に関する住民への啓発】 
このカテゴリでは、治療を継続しながら就業
できることなどについての情報を一般市民にも
啓発していくことが望ましいと語られていた。 
⑩【早期からの ACP の導入】 
このカテゴリは、がん治療の開始時より、今
後の生活や療養場所、治療について予め患者の
意向を明確にしておくことが望ましいと語られ
ていた。 
⑪【早期からの地域で心理的サポートの場づく
り】 
このカテゴリでは、治療中から患者が暮らす
地域において、心理的支援が受けられる場があ
ると望ましいと語られていた。 
 
(3)抗がん治療終了後の経過観察中における望
ましい連携 
抗がん治療終了後の経過観察中における望ま
しい連携については、表 3に示すとおり 12 のカ
テゴリに集約された。 
 
表 3. 抗がん治療終了後の経過観察中における
望ましい連携のカテゴリ 
かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 
施設の機能、役割に関する医療者側の理解促進 
施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 
迅速な在宅移行システムの必要性 
診療情報の共有 
治療後の継続的なフォローアップ体制の構築 
診療および生活情報に関する情報システムの
構築 
今後の見通しに関する情報提供 
がん患者の就労支援 
地域における身体的サポートの場づくり 
早期からの地域で心理的サポートの場づくり 
患者家族に対する相談の場づくり 
 
①【かかりつけ医を中心とした診療体制の構築】 
 このカテゴリは、経過観察中はかかりつけ医
が中心になって診療を行い、適切な時期にがん

診療連携拠点病院へ紹介できる診療体制の構築
が必要であることについて語られていた。 
②【施設の機能、役割に関する医療者側の理解
促進】 
 このカテゴリは、経過観察中の病状悪化に備
えてがん診療連携拠点病院とかかりつけ医の役
割を明確にしておくことの必要性が語られてい
た。 
③【施設の機能、役割に関する患者側の理解促
進】 
 このカテゴリは、緊急時の窓口についてがん
診療連携拠点病院から患者へ情報提供する必要
性が語られていた。 
④【迅速な在宅移行システムの必要性】 
 このカテゴリは、がん治療終了後速やかかに
がん診療連携拠点病院からかかりつけ医へ紹介
することが望ましいことが語られていた。 
⑤【診療情報の共有】 
 このカテゴリは、がん診療連携拠点病院と患
者を取り巻く地域の関係者における経過観察中
の情報共有の必要性と情報共有の難しさが語ら
れていた。 
⑥【治療後の継続的なフォローアップ体制の構
築】 
 このカテゴリは、がん治療終了後における身
体機能の継続的な観察の必要性が語られていた。 
⑦【診療および生活情報に関する情報システム
の構築】 
 このカテゴリは、患者の日常生活を理解する
ためにがん診療連携拠点病院とかかりつけ医が
情報共有できるシステムを構築する必要性が語
られていた。 
⑧【今後の見通しに関する情報提供】 
このカテゴリは、治療後の身体や生活の変化
の見通しについて、患者や家族に説明しておく
ことが望ましいと語られていた。 
⑨【がん患者の就労支援】 
このカテゴリは、患者が就労について相談で
きる場があることが望ましいと語られていた。 
⑩【地域における身体的サポートの場づくり】 
 このカテゴリは、治療終了後に患者の身体機
能を維持するために、地域においてリハビリの
サービスがあることが望ましいと語られていた。 
⑪【早期からの地域で心理的サポートの場づく
り】 
 このカテゴリは、地域におけるがん治療後の
心理的サポートの必要性やピアサポートの場を
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提供する必要性について語られていた。 
⑫【患者家族に対する相談の場づくり】 
 このカテゴリは、患者や家族が生活上の困難
を相談できる場の必要性について語られていた。 
 (4)抗がん治療終了後から終末期・看取りまで
の望ましい連携 
抗がん治療終了後から終末期・看取りにおけ
る望ましい連携は、表 4に示すとおり 12のカテ
ゴリに集約された。 
表 4. 抗がん治療終了後から終末期・看取りに
おける望ましい連携のカテゴリ 
生活を中心にすえ、多職種で協働する終末期、 
看取り 
在宅看取りに向けた体制構築 
診療情報の共有 
早期からの地域との診療連携 
看取りを行うチーム力の向上 
早期からの ACP 導入 
患者家族の意向にそった療養の場所 
地域医療連携センター活用の推進 
地域での心理的サポートの場づくり 
緩和ケアに対する患者への啓発 
医療職・介護職の看取り能力、調整能力の向上 
遺族への支援体制 
 
①【生活を中心にすえ、多職種で協働する終末
期、看取り】 
このカテゴリでは、患者や家族の意向にそっ
た終末期を支えるために、早期から多職種で情
報共有をすること、チームで協働することの必
要性が語られていた。 
②【在宅看取りに向けた体制構築】 
このカテゴリでは、在宅看取りが行われる場
合には、早期から患者を中心とした支援体制を
構築する必要性が語られていた。 
③【診療情報の共有】 
このカテゴリでは、緩和ケアの提供状況や患
者の ADL などを関わる人々で共有できることが
望ましいと語られていた。 
④【早期からの地域との診療連携】 
このカテゴリでは、かかりつけ医を中心とし
た診療体制を早期から構築する必要性が語られ
ていた。 
⑤【看取りを行うチーム力の向上】 
このカテゴリでは、患者に関わり職種間で情
報を共有し、患者と良好な関係形成を行うこと
が必要であると語られていた。 

⑥【終末期の在り方に関する患者と家族の意思
決定支援】 
このカテゴリでは、患者や家族の終末期の受
け止めについて理解したうえで、意思決定につ
いて多職種で関わる必要性が語られていた。 
⑦【患者家族の意向にそった療養の場所】 
このカテゴリでは、終末期をどこで過ごした
いかの患者と家族の意向を把握する必要性が語
られていた。 
⑧【地域医療連携センター活用の推進】 
このカテゴリは、調査対象地域がもつ、地域
医療連携センター地域医療連携センターをかつ
ようすることで終末期や看取りの体制整備に役
立つ可能性について語られていた。 
⑨【地域での心理的サポートの場づくり】 
このカテゴリは、治療が中止となった患者の
心理的サポートを地域で行う必要性について語
られていた。 
⑩【緩和ケアに対する患者家族への啓発】 
このカテゴリは、緩和ケアがどのようなもの
かについての理解が進まない現状から、患者家
族への緩和ケアの啓発を進めていく必要性が語
られていた。 
⑪【医療職・介護職の看取り能力、調整能力の
向上】 
このカテゴリでは、終末期の患者と家族の状
況に応じたコミュニケーション能力を、医療職、
介護職者が習得する必要性について語られてい
た。 
⑫【遺族への支援体制】 
このカテゴリでは、地域包括支援センターを
遺族が相談できるように活用する必要性につい
て語られていた 
(2)地域包括ケアにおけるがん診療連携の障
壁・問題点・課題 
 地域包括ケアにおけるがん診療連携の障壁・
問題点・課題については、表 5に示すとおり 21
のカテゴリに集約され、さらにそれらは 5つの
大カテゴリに集約された。以下、大カテゴリを
≪≫で示す。 
 ≪診療連携体制上の問題≫では、【情報共有
システム（診療・生活情報）の未構築】、【施
設間の連携体制の未構築】、【地域との診療連
携の遅れ】、【早期からの多職種の介入の難し
さ】が示された。 
 ≪地域包括ケアシステム運営上の問題≫では、
【地域包括ケアシステム対象者把握の難しさ】、
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【地域包括ケアシステム外の患者の支援の難し
さ】、【現行の医療費、診療報酬制度による診
療連携の限界】、【地域包括ケアシステムにお
ける地域格差】が示された。 
 
表 5. 地域包括ケアにおけるがん診療連携の障
壁・問題点・課題 
大カテゴリ：診療連携体制上の問題 
カテゴリ 
・情報共有システム(診療・生活情報)の未構
築 
・施設間の連携体制の未構築 
・地域との診療連携の遅れ 
・早期からの多職種の介入の難しさ 
大カテゴリ：地域包括ケアシステム運営上の
問題 
カテゴリ 
・地域包括ケアシステム対象者把握の難しさ 
・地域包括ケアシステム外の患者の支援の 
難しさ 
・現行の医療費、診療報酬制度による診療連
携の限界 
・地域包括ケアシステムにおける地域格差 
大カテゴリ：地域・在宅支援上の問題 
カテゴリ 
・在宅移行、調整の遅れ 
・在宅支援の未充足 
・地域で看取る体制の不足 
・地域で患者を見守る体制の不足 
大カテゴリ：医療者の問題 
カテゴリ 
・地域資源の把握不足 
・職種内での知識・技術の不足 
・介護職の看取り教育の不足 
・患者・家族への説明不足 
・悪い情報（予後など）の伝え方の難しさ 
・マンパワーの不足 
・ACP を進める役割の不足 
大カテゴリ：患者・住民の問題 
カテゴリ 
・施設の機能・役割に対する患者・住民の認
識不足 
・住民への死の準備教育の不足 
 
 ≪地域・在宅支援上の問題≫では、【在宅移
行、調整の遅れ】、【在宅支援の未充足】、【地

域で看取る体制の不足】、【地域で患者を見守
る体制の不足】が示された。 
 ≪医療者の問題≫では、【地域資源の把握不
足】、【職種内での知識・技術の不足】、【介
護職の看取り教育の不足】、【患者・家族への
説明不足】、【悪い情報（予後など）の伝え方
の難しさ】、【マンパワーの不足】、【ACP を
進める役割の不足】が示された。 
 ≪患者・住民の問題≫では、【施設の機能・
役割に対する患者・住民の認識不足】、【住民
への死の準備教育の不足】が示された。 
 
 
Ｄ．考察 
１．望ましいがん診療連携 
本研究では、望ましいがん診療連携について
4 つの時期（診断前～診断時期、診断後～抗が
ん治療中、 抗がん治療終了後の経過観察中、抗
がん治療終了後から終末期・看取りまで）に分
けて調査を行ったが、いずれの時期にも共通し
ていたことは、診療情報の共有と地域における
心理的サポートの場づくりであった。さらに、
診療連携にあたっては、かかりつけ医を中心と
した診療体制を構築することが必要であった。 
がんの治療が、複数の施設で行われることに
より、患者の医療情報、診療情報、生活情報を
多職種が共有することが、スムーズな診療連携
につながると考えられた。 
 また、がん治療を行う施設の機能や役割に関
して、機能分化が図られているが、患者や家族
には周知が至らず、スムーズな施設間の移行が
行えていない。医療者や患者に病院の機能分化
について理解を促す教育や情報提供が必要であ
る。 
さらに、がんと診断されたときから、地域で
心理的サポートが行える場づくりの必要性が示
唆されていた。がんという疾患が「死」をイメ
ージすることから、診断時からの心理的支援が
必要とされるという特性をもつ。そのため、診
断時からの継続した地域での支援体制のこうつ
きが求められていた。がん治療が中止となって
後に、地域で支援を始めるのではなく、診断時
から心理的支援が行えれば、医療者や介護職と
も顔の見える関係が構築され、信頼関係の構築
は図れると考えられた。 
 
２．医療職、介護職のがん診療連携に関する能
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力向上 
 いずれの時期においても医療者、介護者がど
のように関わるかで、診療やケアの質が変わる
ため、医療職、介護職者の能力向上のための支
援を行うことが必要とされていた。 
 
３．患者家族への ACP の導入 
 がんと診断とされたときから、どのような生
活をしたいか、どのような治療をうけたいか、
どこで過ごしたいかについて ACP を導入し、患
者と家族が、先を見据えて計画を立てることが
必要であった。 
 
４．研究の限界 
 本調査は、様々な職種を対象としており、そ
れぞれの専門的な立場からの面接内容となって
おり、データの飽和には至っていないと考えら
れる。今後対象者を増やして、現状を明らかに
する、あるいは職種ごとの分析も検討する必要
がある。 
 
 
Ｅ．結論 
 望ましいがん診療連携には、診療情報の共有、
地域における心理的サポートの場づくり、病院
の機能分化の周知、早期からの ACP 導入が必要
である。 
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